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(旧)2－33 
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2－33 

 

別表第１ 工種区分別共通仮設費率標準値表 

第１表～第２表 （省略）  

 

 

第３表～第４表 （省略） 

 

第５表 

対象額 

適用区分 

 
工種区分 

600万円以下 600万円を超え5,600万円以下 

下記の率を第１表
の率に加算する。

（％） 

(4)アの算定式より算出された率とす
る。ただし、変数値は下記による。 

Ａ’ ｂ’ 

治山・地すべり防止工事 1.56 302.9 −0.0191 

道 路 工 事 2.96 75.5 −0.0407 

 

⑶ 算 定 式 

（省略） 

⑷ 治山・地すべり防止工事、道路工事における共通仮設費率の算定 

ア 治山・地すべり防止工事、道路工事において、対象額が5,600万円以下の場合は、共通仮設費率（Ｋｒ）

を次式により算定するものとする。また、対象額が600万円以下の場合は、第１表の率に第５表の率を加

算するものとする。 

Ｋｒ＝（Ａ＋Ａ’）・Ｐ（ｂ＋ｂ’） 

Ａ’・ｂ’：変数（第５表） 

イ 治山・地すべり防止工事、道路工事において、対象額（円）が次表の範囲にある場合の共通仮設費率（Ｋｒ）

は、表に示された算定式を用いて求めるものとする。 

工種区分 対象額（円）の範囲 共通仮設費率（％）の算定式 

治山・地すべり防止工事 
56,000,000円超 

60,205,000円以下 
5,280,000/対象額（円）×100 

道 路 工 事 
56,000,000円超 

63,748,000円以下 
6,496,000/対象額（円）×100 

 

 

 

 

別表第１ 工種区分別共通仮設費率標準値表 

第１表～第２表 （省略）  ※下記の改定に伴うレイアウト調整のため、掲載をp.2-33からp.2-32に変更※ 

 

 

第３表～第４表 （省略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

⑶ 算 定 式 

（省略） 

（新設） 
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別表第１ 工種別現場管理費率 

第１表 

純工事費 
700万円 
以 下 

700万円を超え10億円以下 
10億円を 

超えるもの 

適用区分 
 
 
工種区分 

下記の率と 
する。 

（％） 

⑵の算定式により算出された 
率とする。 
ただし、変数値は下記による。 

下記の率と 
する。 

（％） 
Ａ ｂ 

治山・地すべり防止工事 46.27 1,229.5 −0.2081 16.48 

海 岸 工 事 28.11 100.3 −0.0807 18.84 

管 理 道 開 設 工 事 34.09 76.4 −0.0512 26.44 

森 林 整 備 43.09 347.3 −0.1324 22.34 

河 川 工 事 44.05 1,118.2 −0.2052 15.91 

河 川 ・ 道 路 構 造 物 工 事 43.11 402.3 −0.1417 21.34 

道 路 工 事 34.09 76.4 −0.0512 26.44 

鋼 橋 架 設 工 事 48.86 265.1 −0.1073 28.69 

Ｐ Ｃ 橋 工 事 31.06 111.0 −0.0808 20.80 

舗 装 工 事 40.83 598.0 −0.1703 17.54 

公 園 工 事 43.09 347.3 −0.1324 22.34 

第２表 

純工事費 
700万円 
以 下 

700万円を超え３億円以下 
３億円を 

超えるもの 

適用区分 
 
工種区分 

下記の率と 
する。 

（％） 

⑵の算定式により算出された 
率とする。 
ただし、変数値は下記による。 

下記の率と 
する。 

（％） 
Ａ ｂ 

橋 梁 保 全 工 事 65.88 1,465.2 −0.1968 31.45 

第３表 

純工事費 
200万円 
以 下 

200万円を超え１億円以下 
１億円を 

超えるもの 

適用区分 
 
工種区分 

下記の率と 
する。 

（％） 

⑵の算定式により算出された 
率とする。 
ただし、変数値は下記による。 

下記の率と 
する。 

（％） 
Ａ ｂ 

道 路 維 持 工 事 60.33 613.0 −0.1598 32.29 

第４表 

純工事費 
1,000万円 
以 下 

1,000万円を超え20億円以下 
20億円を 

超えるもの 

適用区分 
 
 
工種区分 

下記の率と 
する。 

（％） 

⑵の算定式により算出された 
率とする。 
ただし、変数値は下記による。 

下記の率と 
する。 

（％） 
Ａ ｂ 

ト ン ネ ル 工 事 45.56 189.4 −0.0884 28.52 

備考 基礎地盤から堤頂までの高さが20ｍ以上の治山ダムは、治山・地すべり工事に２％加算するものとする。 

別表第１ 工種別現場管理費率 

第１表 

純工事費 
700万円 
以 下 

700万円を超え10億円以下 
10億円を 

超えるもの 

適用区分 
 
 
工種区分 

下記の率と 
する。 

（％） 

⑵の算定式により算出された 
率とする。 
ただし、変数値は下記による。 

下記の率と 
する。 

（％） 
Ａ ｂ 

治山・地すべり防止工事 45.75 1,370.6 −0.2157 15.69 

海 岸 工 事 27.79 113.9 −0.0895 17.82 

管 理 道 開 設 工 事 33.69 87.0 −0.0602 24.99 

森 林 整 備 42.63 387.3 −0.1400 21.28 

河 川 工 事 43.43 1,276.7 −0.2145 14.98 

河 川 ・ 道 路 構 造 物 工 事 42.54 458.2 −0.1508 20.13 

道 路 工 事 33.69 87.0 −0.0602 24.99 

鋼 橋 架 設 工 事 48.24 303.1 −0.1166 27.05 

Ｐ Ｃ 橋 工 事 30.78 120.9 −0.0868 20.01 

舗 装 工 事 40.38 668.7 −0.1781 16.69 

公 園 工 事 42.63 387.3 −0.1400 21.28 

第２表 

純工事費 
700万円 
以 下 

700万円を超え３億円以下 
３億円を 

超えるもの 

適用区分 
 
工種区分 

下記の率と 
する。 

（％） 

⑵の算定式により算出された 
率とする。 
ただし、変数値は下記による。 

下記の率と 
する。 

（％） 
Ａ ｂ 

橋 梁 保 全 工 事 64.97 1,623.7 −0.2042 30.16 

第３表 

純工事費 
200万円 
以 下 

200万円を超え１億円以下 
１億円を 

超えるもの 

適用区分 
 
工種区分 

下記の率と 
する。 

（％） 

⑵の算定式により算出された 
率とする。 
ただし、変数値は下記による。 

下記の率と 
する。 

（％） 
Ａ ｂ 

道 路 維 持 工 事 60.00 631.2 −0.1622 31.81 

第４表 

純工事費 
1,000万円 
以 下 

1,000万円を超え20億円以下 
20億円を 

超えるもの 

適用区分 
 
 
工種区分 

下記の率と 
する。 

（％） 

⑵の算定式により算出された 
率とする。 
ただし、変数値は下記による。 

下記の率と 
する。 

（％） 
Ａ ｂ 

ト ン ネ ル 工 事 44.97 220.0 −0.0985 26.69 

備考 基礎地盤から堤頂までの高さが20ｍ以上の治山ダムは、治山・地すべり工事に２％加算するものとする。 

 



 3 / 6 

林業土木積算基準 新旧対照表 
令和６年４月 20 日以降適用 

ページ 新 旧 
 

2－62 
 

 

 

第５節 その他通知等に基づく工事費の補正等 
 

５−１～５−２ （省略）  

 

５−３ 熱中症対策に資する現場管理費の補正 

１～２ （省略） 

３ 積算方法 

「「熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行」実施要領」による。（令和元年10月15日付け治第470号） 

 

５−４ 「快適トイレ」設置に係る費用の計上 

１～２ （省略） 

３ 積算方法 

「建設現場に設置する『快適トイレ』の試行実施要領」による。（令和５年11月２日付け治第572号） 

 

 

第５節 その他通知等に基づく工事費の補正等 
 

５−１～５−２ （省略）  

 

５−３ 熱中症対策に資する現場管理費の補正 

１～２ （省略） 

３ 積算方法 

「「熱中症対策に資する現場管理費の補正の試行」実施要領」による。（令和元年７月８日付け治第259号） 

 

５−４ 「快適トイレ」設置に係る費用の計上 

１～２ （省略） 

３ 積算方法 

「建設現場に設置する『快適トイレ』の試行実施要領」による。（平成29年３月17日付け治第852号） 

 

 
6－34 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第５節 土の敷均し締固め 
 

５−１ 機械盛土（林道）          S1190  

 ５－１－１ 適用範囲及び施工概要 

１ 適用範囲 

本歩掛は、以下の林道工事における路体・路床・築堤の盛土に適用する。 

なお、整地作業には適用しない。 

(1) 施工幅員が2.5ｍ以上4.0ｍ未満の林道工事 

(2) 施工幅員が4.0ｍ以上かつ施工土量が5,000m3未満の林道工事 

２ 施工概要（施工フロー） 

 

機 械 搬 入  敷 均 し 作 業  締 固 め 作 業  機 械 搬 出 

 

備考 本歩掛で対応しているのは、実践部分のみである。 

 

５－１－２ 機種の選定 

機種・規格は、次表を標準とする。 

 

 

第５節 土の敷均し締固め 
 

５−１ 機械盛土（施工幅員4.0m以上）    S1191、S1194、S1196  

 ５－１－１ 適用範囲 

施工幅員が4.0ｍ以上の路体・路床・築堤の敷均し・締固め作業に適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－１－２ 機種の選定 
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工種 施工幅員 施工土量 作業区分 機種 規格 

路体 
路床 
築堤 

2.5ｍ以上 

4.0ｍ未満 － 敷均し バックホウ 
(クローラ型) 

後方超小旋回型・超低騒音型・排出

ガス対策型（2014 年規制）山積 0.45
㎥(平積 0.35 ㎥) 

締固め 振動ローラ ハンドガイド式 0.5～0.6ｔ 

4.0ｍ以上 5,000m3 

未満 

敷均し バックホウ 
(クローラ型) 

後方超小旋回型・超低騒音型・排出

ガス対策型（2014 年規制）山積 0.45
㎥(平積 0.35 ㎥) 

締固め 振動ローラ 排出ガス対策型（第 3 次基準値）搭

乗式・コンバインド型 3～4ｔ 
備考 １．機種の選定に当たり、上表により難い場合は、別途考慮する。 

     ２．上表に示す土量は、工事全体の設計量である。 

     ３．振動ローラは賃料とする。 

 

 

 

 

 

 

５－１－３ 施工歩掛  

日当たり施工量は、次表を標準とする。 

路体（築堤）盛土 

（１日当たり） 

施工幅員 施工土量 障害の有無 単位 数量 
2.5ｍ以上 4.0ｍ未満 － － m3 40 

4.0ｍ以上 
5,000m3 

未満 

障害なし 〃 167 

障害あり 〃 98 

備考 １．上表は締固め後の土量である。 

２．敷均し・締固め作業の一連の仕上がり厚は30cm以下とする。 

 

路床盛土 

（１日当たり） 

施工幅員 施工土量 障害の有無 単位 数量 
2.5ｍ以上 4.0ｍ未満 － － m3 33 

4.0ｍ以上 
5,000m3 

未満 

障害なし 〃 136 

障害あり 〃 77 

備考 １．上表は締固め後の土量である。 

２．敷均し・締固め作業の一連の仕上がり厚は20cm以下とする。 

 

 

作 業 工種 作 業 の 内 容 機 械 名 規  格 

敷
均
し
・
締
固
め 

路体 
 

築堤 

施工幅員が4.0ｍ以上の場合で、 
かつ、対象土量が10,000㎥未満の場合 

ブルドーザ 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
15t級又は11t級 

施工幅員が4.0ｍ以上の場合で、 
かつ、対象土量が10,000㎥以上の場合 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
21t級 

トラフィカビリティが不足して 
普通ブルドーザが使用できない場合等 

排出ガス対策型(第1次基準値) 
湿地16t級 

路床 

10,000㎥未満の場合 

ブルドーザ 
排出ガス対策型(第1次基準値) 
15t級又は11t級 

タイヤローラ 
排出ガス対策型(第1次基準値) 
8～20t級 

10,000㎥以上の場合 

ブルドーザ 
排出ガス対策型(第1次基準値) 
21t級 

タイヤローラ 
排出ガス対策型(第1次基準値) 
8～20t級 

  備考 １．機種の選定に当たっては、上表を標準とするが、工事規模、作業条件、土質、土の含水比、他の工種と

の関連する機械の組合せ等により上表により難い場合は、別途考慮する。 

     ２．上表に示す土量は、工事全体の設計量である。 

 

５－１－３ 施工歩掛  

  １ 機種別の作業量 ～ ４ 敷均し締固め作業（ブルドーザ）の作業量の算定 

    （省略） 
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(旧)6－37 

(新)6－36 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

５－１－４ 補助労務 

路体（築堤）盛土及び路床盛土の補助労務は、次表を標準とする。 

（人/100m3当たり） 

名称 単位 数量 
普通作業員 人 0.2 

 

 

５－１－５ 単 価 表 

（削除） 

 

１ 機械盛土（林道）    S1190  

                                    （100㎥当たり） 

名   称 規   格 単位 数 量 摘  要 

普 通 作 業 員  人   

バ ッ ク ホ ウ 
（クローラ型） 
運 転 

後方超小旋回型・超低騒音型・排出

ガス対策型（2014 年規制）山積

0.45 ㎥(平積 0.35 ㎥) 
日 100／Ｄ 

 

振動ローラ運転 

ハンドガイド式 0.5～0.6ｔ 又は 
排出ガス対策型（第 3 次基準値）

搭乗式・コンバインド型 3～4ｔ 
日 100／Ｄ 

 

計     

 

２ 機械運転単価表 

機 械 名 規   格 指定事項 

バ ッ ク ホ ウ 
（クローラ型） 
（ 敷 均 し ） 

後方超小旋回型・超低騒音型・排出

ガス対策型（2014 年規制）山積

0.45 ㎥(平積 0.35 ㎥) 

運転労務数量→1.00 
燃料消費量 →69 
機械損料数量→1.64 

振 動 ロ ー ラ 
（ 締 固 め ） 

ハンドガイド式 0.5～0.6ｔ 
運転労務数量→1.00 
燃料消費量 →12 
機械賃料数量→1.71 

排出ガス対策型（第 3 次基準値）

搭乗式・コンバインド型 3～4ｔ 

運転労務数量→1.00 
燃料消費量 →15 
機械賃料数量→1.86 

 

 

（削除） 

 

（新設） 

 
 
 
 
 
 

５－１－４ 単 価 表 

１ ブルドーザ敷均し ～ ２ ブルドーザ締固め    

（省略）  

３ ブルドーザ敷均し・締固め    S1196  

                                    （１㎥当たり） 

名   称 規   格 単位 数 量 摘  要 

ブ ル ド ー ザ 運 転 
排出ガス対策型（第○次基準値） 
○t級 

ｈ 1.0  

小     計    

 

普 通 作 業 員  人   

計     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
５－２ 機械盛土（施工幅員4.0m未満） 

※ 本歩掛は、治山林道必携「森林整備保全事業施工パッケージ型積算方式の基準」１章②土工によるものと

し、適用に当たっては、「第１章 総則」１－１の５を参照すること。 

 

  

上記金額 
Ｑ 
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１－５－２ 各指定副産物の工事現場からの搬出 

⑴～⑵  （省略） 

⑶ 建設発生土 

建設発生土については、令和６年４月８日付け治第82号で通知の「再生資源活用の対象となる建設工事の実

施要領」（以下「実施要領」という。）「建設発生土についての当面の運用」に基づくものとし、工事現場から50

キロメートルの範囲内の他の建設工事に搬出する。 

⑷    （省略） 

 

 

１－５－２ 各指定副産物の工事現場からの搬出 

⑴～⑵  （省略） 

⑶ 建設発生土 

建設発生土については、令和４年12月15日付け治第745号で通知の「再生資源活用の対象となる建設工事の実

施要領」（以下「実施要領」という。）「建設発生土についての当面の運用」に基づくものとし、工事現場から50

キロメートルの範囲内の他の建設工事に搬出する。 

⑷    （省略） 

 

 
 


